新会計基準への移行処理と予算書作成チェックリスト

～移行準備から予算管理体制の構築まで～

社会福祉法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　

移行年度　　　　　　　　　　　　　　　　　

チェック担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　

予算管理責任者　　　　　　　　　　　　　　　　　


平成26年4月
太陽ＡＳＧ有限責任監査法人
(120913)
１．移行準備
	チェック項目
	ﾁｪｯｸﾏｰｸ
	備考

	1）事業区分、拠点区分、サービス区分を明らかにすること。

（1）「事業区分、拠点区分、サービス区分ワークシート」を作成したか。

（2）「作成すべき財務諸表ワークシート」を作成したか。

（3）「組織図兼事務分担表」を作成したか。

2）財務諸表作成のための準備

（1）財務諸表に注記すべきことがらについて、作成担当者は決められたか。

（2）上記のチェック担当者は決められたか。

（3）財務諸表に関連して、作成すべき附属明細書が明らかになったか。

あるいは、会計ソフト会社担当者と打ち合わせができたか。


	
	

	（現状における説明）


	
	

	（チェックの方法）

1.　各項目において、説明することがあれば備考に記載し、チェック担当者に回付すること。

2.　備考に記載できなかったことは〈現状における説明〉欄に記載のこと。


	
	


２．予算書作成
	チェック項目
	ﾁｪｯｸﾏｰｸ
	備考

	1）様式の作成

（1）「資金収支明細書（予算作成のためのワークシート）」を作って、勘定科目を設定し、「拠点区分資金収支明細書(当初予算書案)」を完成したか。

（2）予算立案の担当者あるいは分担を決め予算の立案を指示したか。

（3）予算管理責任者は（１）、（２）について完了を確認したか。あるいは、スケジュールを示したか。

2）予算書の作成

（1）つぎのことがらについて、スケジュールに明記されているか。

・予算編成方針あるいは、予算大綱

・単年度目標を予算化すること

・中期目標を予算化すること

・予算承認理事会の日程

・各サービス区分から法人全体の予算作成までの日程と
分担


	
	

	（現状における説明）


	
	


３．予算管理体制
	チェック項目
	ﾁｪｯｸﾏｰｸ
	備考

	1）予算統制のための予算管理ルールに、次の内容が含まれているか確認したか。

（1）積算要領

（2）積算要領に従って作成する積算標準様式

（3）月次予算等予算統制のために、ブレイクダウンすること。

例　経費ごとに業者別、月別、項目別にブレイクダウンすること。

（4）予算立案のベースや拠りどころとなった事項の記載

（5）予算外支出の承認手続


	
	

	（現状における説明）


	
	


４．経理規程と予算管理体制の構築
	チェック項目
	ﾁｪｯｸﾏｰｸ
	備考

	1）経理規程に次の予算管理の手続が記載されているか。

①予算基準

②予算の事前作成

③予算管理責任者

④支出予算の流用

⑤予備費の計上

⑥予備費の使用

⑦補正予算の手続


	
	

	（現状における説明）


	
	


事業区分、拠点区分、サービス区分ワークシート

	事業

区分
	拠点区分
	関係法令等

	
	拠点名
	サービス区分
	所在地
	

	社会福祉事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	公益事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	収益事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


作成すべき財務諸表ワークシート　平成　　年　　月　　日　　　　　作成
	
	資金収支計算書

（第1号様式）
	事業活動計算書

（第2号様式）
	貸借対照表

（第3号様式）
	注記
	備考

	法人全体
	
	
	
	全項目
	1,2号は大区分のみ

必要のないものは省略可

3号は中区分まで

	
	第1号の1様式
	第2号の1様式
	第3号の1様式
	
	

	法人全体

(法人全体を事業区分別に表示)
	
	
	
	―
	1,2号は大区分のみ

必要のないものは省略可

3号は中区分まで

事業区分間取引消去

	
	第1号の2様式
	第2号の2様式
	第3号の2様式
	
	

	事業区分

(事業区分の会計を拠点別に表示)
	（　　　）区分

資金収支内訳表
	（　　　）区分

事業活動内訳表
	（　　　）区分

貸借対照表内訳表
	―
	1,2号は小区分まで

必要のないものは省略可

3号は中区分まで

拠点区分間取引消去

	
	（　　　）区分

資金収支内訳表
	（　　　）区分

事業活動内訳表
	（　　　）区分

貸借対照表内訳表
	
	

	
	（　　　）区分

資金収支内訳表
	（　　　）区分

事業活動内訳表
	（　　　）区分

貸借対照表内訳表
	
	

	
	第１号の３様式
	第２号の３様式
	第３号の３様式
	
	

	拠点区分

(１つの拠点を表示)
	（　　　）

資金収支計算書
	（　　　）

事業活動計算書
	（　　　）

貸借対照表
	
	1,2号は小区分まで

必要のないものは省略可

3号は中区分まで

	
	（　　　）

資金収支計算書
	（　　　）

事業活動計算書
	（　　　）

貸借対照表
	
	

	
	（　　　）

資金収支計算書
	（　　　）

事業活動計算書
	（　　　）

貸借対照表
	
	

	
	（　　　）

資金収支計算書
	（　　　）

事業活動計算書
	（　　　）

貸借対照表
	
	

	
	（　　　）

資金収支計算書
	(　　　)

事業活動計算書
	（　　　）

貸借対照表
	
	

	
	第1号の4様式
	第2号の4様式
	第3号の4様式
	
	

	サービス区分別

(拠点区分の会計をサービス別に区分表示)
	（　　　）

資金収支明細書
	（　　　）

事業活動明細書
	
	
	小区分まで

別紙3ではサービス区分間取引消去

	
	（　　　）

資金収支明細書
	（　　　）

事業活動明細書
	
	
	

	
	（　　　）

資金収支明細書
	（　　　）

事業活動明細書
	
	
	

	
	（　　　）

資金収支明細書
	（　　　）

事業活動明細書
	
	
	

	
	（　　　）

資金収支明細書
	（　　　）

事業活動明細書
	
	
	

	
	別紙3
	別紙4
	
	
	


組織図兼事務分担表
平成　　年　　月　　日現在
	法　人
	拠点
（所在）
	サービス区分
（事業所名）
	担当者と分担

	
	
	
	施設長等
	会計責任者
	出納職員
	予算管理

責任者
	固定資産

管理責任者

	理事長
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	財務担当理事
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	担当理事
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	統括会計責任者
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	契約担当者
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	非常勤理事
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	

	()
	
	
	
	
	
	
	


（注1）管理者のミーティング等で完成させること。
（注2）辞令簿等と整合性を確認すること。

財務諸表　注記すべき事項
	注記事項
	法人全体での注記
	拠点区分では

記載不要な注記
	該当が無い場合の記載方法

	(1)継続事業の前提に関する注記
	
	✓
	記載不要

	(2)資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上基準等財務諸表の作成に関する重要な会計方針
	
	
	｢該当なし｣

	(3)重要な会計方針を変更したときは、その旨、変更の理由及び当該変更による影響額
	
	
	記載不要

	(4)法人で採用する退職給付制度
	
	
	｢該当なし｣

	(5)法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分
	
	
	｢該当なし｣

	(6)基本財産の増減の内容及び金額
	
	
	｢該当なし｣

	(7)第3章第4(4)及び(6)の規定により、基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩しを行った場合には、その旨、その理由及び金額
	
	
	｢該当なし｣

	(8)担保に供している資産
	
	
	｢該当なし｣

	(9)固定資産について減価償却累計額を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
	
	
	記載不要

	(10)債権について徴収不能引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
	
	
	記載不要

	(11)満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
	
	
	｢該当なし｣

	(12)関連当事者との取引の内容
	
	✓
	｢該当なし｣

	(13)重要な偶発債務
	
	✓
	｢該当なし｣

	(14)重要な後発事象
	
	
	｢該当なし｣

	(15)その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
	
	
	｢該当なし｣


｢該当なし｣は該当項目が無い場合でも「該当なし」と注記する必要があります。
附属明細書新旧対照表
	
	平成23年基準
	平成12年基準

	
	附属明細書
	会計

基準
	運用

指針
	作成

範囲
	明細表


	1
	基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書
	別紙1
	
	法人

全体
	固定資産管理台帳等

	2
	引当金明細書
	別紙2
	
	
	

	3
	○○拠点区分　資金収支明細書
	別紙3
	
	
	

	4
	○○拠点区分　事業活動明細書
	別紙4
	
	
	

	5
	借入金明細書
	
	別紙①
	
	借入金明細表

	6
	寄附金収益明細書
	
	別紙②
	
	寄附金収入明細表

	7
	補助金事業等収益明細書
	
	別紙③
	
	補助金収入明細表

	8
	事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
	
	別紙④
	
	経理区分間及び会計単位間資金異動明細表

	9
	事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
	
	別紙⑤
	
	

	10
	基本金明細書
	
	別紙⑥
	
	基本金明細表

	11
	国庫補助金等特別積立金明細書
	
	別紙⑦
	
	国庫補助金等特別積立金明細表

	12
	積立金・積立資産明細書
	
	別紙⑧
	拠点

区分
	

	13
	サービス区分間繰入金明細書
	
	別紙⑨
	
	

	14
	サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
	
	別紙⑩
	
	

	15
	就労支援事業別事業活動明細書等
	
	別紙

⑩～⑲
	就労支援事業
	


　（｢月刊福祉｣全国社会福祉協議会出版、平成23年10月月刊、実践マネジメント講座⑱、社会福祉法人新会計基準の処理Q&A、渡部　博稿、）
A拠点区分資金収支明細書（当初予算書案）
自平成24年4月1日　　至平成25年3月31日
社会福祉法人名　　　　　　　　　
	勘　定　科　目
	サービス区分
	合計
	内部取引消去
	拠点区分合計

	
	
	
	
	
	
	

	事業活動による収支
	収　　入
	介護保険事業収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　施設介護料収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　介護報酬収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　 利用者負担金収入（公費）
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　 利用者負担金収入（一般）
	
	
	
	
	
	

	
	
	　居宅介護料収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　介護報酬収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　 介護負担金収入（公費）
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　 介護負担金収入（一般）
	
	
	
	
	
	

	
	
	保育事業収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　保育所運営費収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　私的契約利用料収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　その他の事業収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　補助金事業収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金利息補助金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	経常経費寄附金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	受取利息配当金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　受入研修費収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　利用者等外給食費収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	雑収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	流動資産評価益等による資金増加額
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動収入計（1）
	
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	サービス区分
	合計
	内部取引消去
	拠点区分合計

	
	
	
	
	
	
	

	事業活動による収支
	支　出
	人件費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　役員報酬支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　職員給料支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　職員賞与支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　非常勤職員給与支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　派遣職員費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　退職給付支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　法定福利費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　給食費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	介護用品費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	日用品費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　保育材料費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　燃料費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　消耗器具備品費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　保険料支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　賃借料支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　雑支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	事務費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　福利厚生費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　旅費交通費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　研修研究費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　事務消耗品費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　修繕費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　業務委託費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　雑支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	支払利息支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　利用者等外給食費支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	流動資産評価損等による資産減少額
	
	
	
	
	
	

	
	
	　有価証券売却損
	
	
	
	
	
	

	
	
	　資産評価損
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　有価証券評価損
	
	
	
	
	
	

	
	
	　為替差損
	
	
	
	
	
	

	
	
	　徴収不能額
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動支出計（2）
	
	
	
	
	
	

	
	事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)
	
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	サービス区分
	合計
	内部取引消去
	拠点区分合計

	
	
	
	
	
	
	

	施設整備等による収支
	収　入
	施設整備等補助金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等補助金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　設備資金借入金元金償還補助金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	施設整備等寄附金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等寄附金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　設備資金借入金元金償還寄附金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	設備資金借入金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	固定資産売却収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　車両運搬具売却収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等収入計(4)
	
	
	
	
	
	

	
	支　出
	設備資金借入金元金償還支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	固定資産取得支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　土地取得支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　建物取得支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　車両運搬具取得支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　器具及び備品取得支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等支出計(5)
	
	
	
	
	
	

	
	施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
	
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	サービス区分
	合計
	内部取引消去
	拠点区分合計

	
	
	
	
	
	
	

	その他の活動による収支
	収　入
	長期運営資金借入金元金償還寄附金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	長期運営資金借入金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	長期貸付金回収収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	投資有価証券売却収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	積立資産取崩収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　○○積立資産取崩収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	サービス区分間繰入金収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動による収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	　○○収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動収入計(7)
	
	
	
	
	
	

	
	支　出
	長期運営資金借入金元金償還支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	長期貸付金支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	投資有価証券取得支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	積立資産支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　○○積立資産支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	サービス区分間繰入金支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動による支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	　○○支出
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動支出計(8)
	
	
	
	
	
	

	
	その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
	
	
	
	
	
	

	予備費支出(10)
	
	
	
	
	
	

	当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)
	
	
	
	
	
	

	前期末支払資金残高(12)
	
	
	
	
	
	

	当期末支払資金残高(11)+(12)
	
	
	
	
	
	


名称　　　　　　　　　　資金収支明細書（予算書作成のためのワークシート）

（サービス区分名）　　　　　　自平成　　年　　月　　日　　至平成　　年　　月　　日
	勘　定　科　目
	
	
	
	
	

	事業活動による収支
	収　入
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金利息補助金収入
	
	
	
	
	

	
	
	経常経費寄附金収入
	
	
	
	
	

	
	
	受取利息配当金収入
	
	
	
	
	

	
	
	その他の収入
	
	
	
	
	

	
	
	　受入研修費収入
	
	
	
	
	

	
	
	　利用者等外給食費収入
	
	
	
	
	

	
	
	雑収入
	
	
	
	
	

	
	
	流動資産評価益等による資金増加額
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動収入計(1)
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	
	
	
	
	

	事業活動による収支
	支　出
	人件費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　役員報酬支出
	
	
	
	
	

	
	
	　職員給料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　職員賞与支出
	
	
	
	
	

	
	
	　非常勤職員給与支出
	
	
	
	
	

	
	
	　派遣職員費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　退職給付支出
	
	
	
	
	

	
	
	　法定福利費支出
	
	
	
	
	

	
	
	事業費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　給食費支出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　燃料費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　消耗器具備品費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　保険料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　賃借料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　雑支出
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	
	
	
	
	

	事業活動による収支
	支　出
	事務費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　福利厚生費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　職員被服費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　旅費交通費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　研修研究費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　事務消耗品費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　印刷製本費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　水道光熱費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　燃料費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　修繕費支出
	
	
	
	
	

	
	
	通信運搬費支出
	
	
	
	
	

	
	
	会議費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　広報費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　業務委託費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　手数料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　保険料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　賃借料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　土地・建物賃借料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　租税公課支出
	
	
	
	
	

	
	
	　保守料支出
	
	
	
	
	

	
	
	　渉外費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　諸会費支出
	
	
	
	
	

	
	
	　雑支出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	
	
	
	
	

	事業活動による収支
	支　出
	就労支援事業支出
	
	
	
	
	

	
	
	　就労支援事業販売原価支出
	
	
	
	
	

	
	
	　就労支援事業販管費支出
	
	
	
	
	

	
	
	授産事業支出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	利用者負担軽減額
	
	
	
	
	

	
	
	支払利息支出
	
	
	
	
	

	
	
	その他の支出
	
	
	
	
	

	
	
	利用者等外給食費支出
	
	
	
	
	

	
	
	雑支出
	
	
	
	
	

	
	
	流動資産評価損等による資金減少額
	
	
	
	
	

	
	
	　有価証券売却損
	
	
	
	
	

	
	
	　資産評価損
	
	
	
	
	

	
	
	　　有価証券評価損
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　為替差損
	
	
	
	
	

	
	
	　徴収不能額
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動支出計(2)
	
	
	
	
	

	
	事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	
	
	
	
	

	施設整備等による収支
	収　入
	施設整備等補助金収入
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等補助金収入
	
	
	
	
	

	
	
	　設備資金借入金元金償還補助金収入
	
	
	
	
	

	
	
	施設整備等寄附金収入
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等寄附金収入
	
	
	
	
	

	
	
	　設備資金借入金元金償還寄附金収入
	
	
	
	
	

	
	
	設備資金借入金収入
	
	
	
	
	

	
	
	固定資産売却収入
	
	
	
	
	

	
	
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等収入計(4)
	
	
	
	
	

	
	支　出
	設備資金借入金元金償還支出
	
	
	
	
	

	
	
	固定資産取得支出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	固定資産除却・廃棄支出
	
	
	
	
	

	
	
	ファイナンス・リース債務の返済支出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　施設整備等支出計(5)
	
	
	
	
	

	
	施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
	
	
	
	
	


	勘　定　科　目
	
	
	
	
	

	その他の活動による収支
	収入
	長期運営資金借入金元金償還寄附金収入
	
	
	
	
	

	
	
	長期運営資金借入金収入
	
	
	
	
	

	
	
	長期貸付金回収収入
	
	
	
	
	

	
	
	投資有価証券売却収入
	
	
	
	
	

	
	
	積立資産取崩収入
	
	
	
	
	

	
	
	　
	
	
	
	
	

	
	
	サービス区分間繰入金収入
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動による収入
	
	
	
	
	

	
	
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動収入計(7)
	
	
	
	
	

	
	支出
	長期運営資金借入金元金償還支出
	
	
	
	
	

	
	
	長期貸付金支出
	
	
	
	
	

	
	
	投資有価証券取得支出
	
	
	
	
	

	
	
	積立資産支出
	
	
	
	
	

	
	
	　
	
	
	
	
	

	
	
	サービス区分間繰入金支出
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動による支出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の活動支出計(8)
	
	
	
	
	

	
	その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
	
	
	
	
	

	予備費支出(10)
	
	
	
	
	

	当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)
	
	
	
	
	

	前期末支払資金残高(12)
	
	
	
	
	

	当期末支払資金残高(11)+(12)
	
	
	
	
	





チェックリストのネライとチェック項目





新会計基準の移行に際して、予算書作成がスタートとなります。


予算書作成から、予算管理体制の構築までを4つのステップに分け移行処理の準備段階で、実施すべき手続を列挙し、効率的に移行処理が進められることをネライとしています。


チェック項目の構成


１．移行準備　　　□　事業区分、拠点区分、サービス区分を明らかにすること。


　　　　　　　　　□　財務諸表体系の作成





２．予算書作成　　□　勘定科目の検討と様式作成


　　　　　　　　　□　予算編成





３．予算管理体制　□　予算統制の内容


　　　　　　　　　□　予算管理のルールづくり





４．経理規程と予算管理体制の構築
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